
川向町南耕地地区関連
都市計画市素案説明会

令和元年１０⽉１１⽇(⾦)
横 浜 市



ご説明する内容

・地区の現状と位置付け

・まちづくりの経緯

・現在の都市計画及び⼟地区画整理事業の概要

・都市計画市素案の概要

・今後の都市計画⼿続

①



地区の現状と位置付け

②



横浜港北ジャンクション

川向線

⾼速横浜環状北⻄線

鶴 ⾒ 川

第
三
京
浜
道
路

川向町南耕地地区⼟地区画整理事業 都市計画区域

都筑区
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平成30年12⽉ 撮影

川向町南耕地地区⼟地区画整理事業 都市計画区域
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第
三
京
浜
道
路

周辺の写真

川向町南耕地地区⼟地区画整理事業 都市計画区域 １

２
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平成30年12⽉ 撮影

１

２



第
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京
浜
道
路

川向町南耕地地区⼟地区画整理事業 都市計画区域 ３

４
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平成30年12⽉ 撮影

３

４



V まちづくりの推進
２（１）

多様な⼿法を活⽤したまちづくりの
検討を重点的に⾏う地区

■ インターチェンジ周辺のまちづくり
「 （港北インターチェンジ周辺地区）」
では、⾼速横浜環状北線・北⻄線と（仮称）港北ジ
ャンクション・港北出⼊⼝の整備が進みつつあり、

とともに、
と予想されることから
に位置付けます。

⑦



まちづくりの経緯

⑧



平成 26 年 ６ ⽉
・

平成 28 年 11 ⽉
・ （市街化区域編⼊・⼟地区画整理事業等）

平成 30 年 １ ⽉
・
（市街地化区域編⼊・⼟地区画整理事業等）

平成 30 年 ３ ⽉
・
・

令和 元 年 ５ ⽉
・

⑨



現在の都市計画及び
⼟地区画整理事業の概要

⑩
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⼟地区画整理事業の都市計画区域
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川向町南耕地地区⼟地区画整理事業 都市計画区域

【 ⽤途地域 】
⼯ 業 専 ⽤ 地 域
容積率︓200％
建蔽率︓ 60％

市街化調整区域

80
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１ 低
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200

60

工 専

200

60
準 工

200

60

工 業

80

50

１ 低

市街化調整区域

200

60

１ 低

200

60

工 業

⼟地区画整理事業の都市計画区域

【 ⼟地区画整理事業】
⾯ 積 ︓ 約 2 0 . 5 （ h a ）

川向町南耕地地区⼟地区画整理事業 都市計画区域

⑫



１ 事業名称
横浜国際港都建設計画
川向町南耕地地区⼟地区画整理事業

２ 施⾏者

３ 所在地
横浜市都筑区川向町及び東⽅町地区内

４ 施⾏⾯積

５ 事業期間

⑬

－ ＝ 約18.2ha



都市計画市素案の概要

⑭



● 地 区 計 画 の 決 定

● ⽤ 途 地 域 の 変 更

● ⾼ 度 地 区 の 変 更

● ⼟ 地 区 画 整 理 事 業 の 変 更

⑮



地区の特性に応じて、建築物の⽤途、建ぺい率・容積率、⾼
さなどの制限や、道路、歩⾏者⽤通路などのルールをきめ細か
く定める です。

出典︓国⼟交通省ＨＰ

⑯



● 地区計画の⽬標

● 区域の整備、開発及び保全に関する⽅針

● 地区整備計画

⼟ 地 利 ⽤ の ⽅ 針
地区施設の整備の⽅針
建築物等の整備の⽅針
緑 化 の ⽅ 針

地区施設の配置及び規模
建 築 物 等 に 関 す る 事 項 ⽤ 途 の 制 限

敷地⾯積の最低限度
壁 ⾯ の 位 置 の 制 限
⾼ さ の 最 ⾼ 限 度
形 態 意 匠 の 制 限
緑 化 率 の 最 低 限 度

⑰



物流拠点の形成を⽬的とした⼟地区画整理事業で整
備された都市基盤施設の機能を維持・保全するととも
に、

汎⽤性のある建物仕様

⾃動搬送ロボット

ロボットによる搬送作業の様⼦

⑱



物流・⼯業 Ａ 地区
物流・⼯業 Ａ 地区

物流・⼯業 Ｂ地区
沿道利⽤地区

周辺環境調整地区

名 称 都筑川向町南耕地地区地区計画
⾯ 積 約 20.5 ha

地区計画の区域

⑲



物流・⼯業Ａ 地区
物流・⼯業Ａ 地区

物流・⼯業Ｂ 地区

沿道利⽤地区

周辺環境調整地区

地区計画の⽬標の実現を図るため、

物流・⼯業Ａ地区 沿道利⽤地区 周辺環境調整地区物流・⼯業Ｂ地区

地区計画の区域

⑳



沿道利⽤地区

周辺環境調整地区

【 物流・⼯業地区 】
将来、東名⾼速や圏央道にもつながる結節点となるインターチ

ェンジ周辺の⽴地特性を⽣かし、

㉑

地区計画の区域



物流・⼯業 Ａ 地区
物流・⼯業 Ａ 地区

物流・⼯業 Ｂ 地区

周辺環境調整地区

地区計画の区域

【 沿道利⽤地区 】
商業系の⼟地利⽤を中⼼とした地区とするため、

また、街区内部や道路沿道に
と共に、⾬⽔調整機能を確保するための

㉒



物流・⼯業 Ａ 地区
物流・⼯業 Ａ 地区

物流・⼯業 Ｂ 地区
沿道利⽤地区

【 周辺環境調整地区 】
物流・⼯業地区の

地区計画の区域

㉓



緑地帯

物流施設等の建築物の圧迫感を低減するとともに、緑豊かな
沿道景観を形成するため、

地区計画の区域

㉔



地区計画の区域

緑地帯

【 緑地帯 】
幅 員︓５m 延 ⻑︓約1570m
（建築物の出⼊り⼝を除く）

㉕



周辺の市街地環境に配慮しながら、⼟地利⽤の⽅針に沿った建
築物の整備を誘導するため、地区の特性に応じて、

、 や、 などを定
める。

⽤ 途 の 制 限
壁 ⾯ の
位 置 の 制 限

⾼ さ の 制 限

出典︓東京都ＨＰ

㉖



物流・⼯業地区と沿道利⽤地区に整備する建築物は、環境負荷
低減に向けて、太陽光発電設備を導⼊するなど、

また、ヒートアイランド対策として

出典︓埼⽟県ＨＰ

㉗



出典︓⾦沢市ＨＰ，消防庁ＨＰ「消防庁防災マニュアル」

地域の防災性能の向上に資するため、物流・⼯業Ａ地区に整備
する建築物に、

㉘

＜防災備蓄品＞



周辺環境調整地区に整備する建築物は、

敷 地

建 築 物

地
区
計
画
区
域
外

壁⾯後退部

㉙



※ 画像はイメージです。

㉚

緑豊かで と共に、
また、開放的で⼀体感のある景観とするため、



物流・⼯業 Ａ 地区
物流・⼯業 Ａ 地区

物流・⼯業 Ｂ 地区
沿道利⽤地区

周辺環境調整地区

【 物流・⼯業地区 】
次に掲げる建物は、
・倉庫 ・事務所 ・⾃動⾞⾞庫

・その他（店舗、保育所、診療所等）

地区計画の区域

㉛



物流・⼯業 Ａ 地区
物流・⼯業 Ａ 地区

物流・⼯業 Ｂ 地区
沿道利⽤地区

周辺環境調整地区

【 沿道利⽤地区 】
次に掲げる建築物は、
・住宅 ・共同住宅⼜は下宿
・その他（騒⾳や粉じん等を発⽣する⼯場、他）

地区計画の区域

㉜



物流・⼯業 Ａ地区物流・⼯業 Ａ地区

物流・⼯業 Ｂ地区
沿道利⽤地区

周辺環境調整地区

【 周辺環境調整地区 】
次に掲げる建物は、
・住宅 ・共同住宅⼜は下宿
・その他（騒⾳や粉じん等を発⽣する⼯場や

危険物の貯蔵等に供する建築物、他）

地区計画の区域

㉝



物流・⼯業 Ａ 地区
物流・⼯業 Ａ 地区

物流・⼯業 Ｂ 地区
沿道利⽤地区

周辺環境調整地区

沿道利⽤地区

200 ㎡
（除外規定あり）

地区計画の区域

㉞

周辺環境調整地区

125 ㎡

物流・⼯業Ａ地区 物流・⼯業Ｂ地区

25,000 ㎡ 15,000 ㎡



物流・⼯業地区

５ｍ
道路・地区の区分の境界線
河川区域境界線

建 築 物

地区計画の区域

㉟

沿道利⽤地区
物流・⼯業 B地区

物流・⼯業 A地区

周辺環境調整地区

周辺環境調整地区

物流・⼯業 A地区



沿道利⽤地区・周辺環境調整地区

0.5ｍ
道路・地区の
区分の境界線

建 築 物

地区計画の区域

㊱

１ｍ
隣地

境界線

沿道利⽤地区
物流・⼯業 B地区

物流・⼯業 A地区

周辺環境調整地区

周辺環境調整地区

物流・⼯業 A地区



物流・⼯業 B 地区
沿道利⽤地区

周辺環境調整地区

45m以下

10m

地区計画の区域の境界線

・ 建築物の⾼さは最⾼45m以下
かつ

・ 10m + 1.5L以下
（L=地区計画区域の境界線）

※ 例外規定あり

Ｌ

1.5L
建築物

物流・⼯業 Ａ 地区

㊲



・ 建築物の⾼さは最⾼20ｍ以下
かつ

・ 10m + 1.5L 以下
（L ＝ 地区計画区域の境界線）

物流・⼯業 A地区

物流・⼯業 B 地区
沿道利⽤地区

周辺環境調整地区

20m以下

北

L

1.5L

建築物
Ａ

0.6 Ａ

【 前面道路の中心線】
又は

【真北方向の隣地境界線】

10m

【 地区計画区域の境界線】

10m

㊳

・ 10m + 0.6A 以下
（Ａ= 前⾯道路の中⼼線⼜は真北⽅向の隣地境界線）



物流・⼯業Ａ 地区

物流・⼯業Ｂ 地区
沿道利⽤地区

周辺環境調整地区

㊴

20m以下

北

L

1.5L

建築物
Ａ

0.6 Ａ

【 前面道路の中心線】
又は

【真北方向の隣地境界線】

10m

【 地区計画区域の境界線】

10m

・ 建築物の⾼さは最⾼20ｍ以下
かつ

・ 10m + 1.5L 以下
（L ＝ 地区計画区域の境界線）

・ 10m + 0.6A 以下
（Ａ= 前⾯道路の中⼼線⼜は真北⽅向の隣地境界線）



建築物等の形態意匠は、周囲への景観的
調和に配慮するため、次の揚げる事項に
適合するものとする。
・建築物の壁⾯による圧迫感や⻑⼤感

を軽減するため、⾼さ20ｍを超える
建築物の部分は、素材、⾊彩等を変
化させることによって壁⾯を分節す
る形態意匠とすること。

素材・⾊彩等を変化させることによって壁⾯を分節

物流・⼯業 A 地区

物流・⼯業 B  地区
沿道利⽤地区

周辺環境調整地区

㊵

20m



・ ⾼さが20ｍを超える建築物の
壁⾯の部分の⾊彩は、マンセル
表⾊系で明度５以上かつ彩度４
以下を基調とすること。

Ｎ １ ２ ３ ４ ６ 8    10   12  14 

⾼

←
  

明
度

→
     

低

８

7

６

５

４

３

２

低 ← 彩度 → ⾼

物流・⼯業 A 地区

物流・⼯業 B 地区
沿道利⽤地区

周辺環境調整地区

㊶

20m

【 マンセル表⾊系で明度５以上かつ彩度４以下 】



物流・⼯業 Ａ 地区物流・⼯業 Ａ 地区

物流・⼯業 Ｂ 地区

沿道利⽤地区

周辺環境調整地区

物流・⼯業 Ａ地区 物流・⼯業 Ｂ地区

22.5 %

地区計画の区域

㊷

周辺環境調整地区

1,000㎡未満の敷地︓10.0 ％
1,000㎡以上の敷地︓22.5 ％

沿道利⽤地区

15.0 %



都市機能の維持増進、住環境の保護等を⽬的とした⼟地の合
理的利⽤を図るため、建築物の や 、 を定
めている地域のことです。

出典︓秋⽥県HP「平成28年秋⽥県の都市計画」

です。
です。 です。

㊸
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市街地の環境を維持するため、
のことです。

横浜市では、下表のとおり を設けています
最⾼限第１種 最⾼限第３種

最⾼限第２種 最⾼限第４種

最⾼限第５種

最⾼限第６種

最⾼限第７種

㊻
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旧 ―

市街化調整区域

最⾼限
第５種

川向町南耕地地区⼟地区画整理事業 都市計画区域
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最⾼限
第１種

最⾼限
第４種

新

指定なし

― 最⾼限第５種⾼度地区

20 m

1
0.6

N

10 ｍ

最⾼限
第５種

最⾼限
第５種

川向町南耕地地区⼟地区画整理事業 都市計画区域

㊽

市街化調整区域



道路線形等の変更に伴い、都市計画決定した⼟地区画整理事
業により定めた

旧

地区計画の区域

㊾



新

地区計画の区域

道路線形等
の変更箇所

道路線形等の変更に伴い、都市計画決定した⼟地区画整理事
業により定めた

㊿



今後の都市計画⼿続
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※土地所有者等のみ



＜ 都市計画市素案の縦覧 ＞

期 間 令和元年10⽉15⽇(⽕) から10⽉29⽇(⽕) まで
（⼟・⽇・祝⽇を除く 午前8時45分〜午後5時15分）

場 所 建築局都市計画課

◆ 都筑区役所区政推進課で「都市計画市素案の写し」が閲覧できます。
受付時間 午前８時45分 〜 午後５時 まで

◆ 横浜市ホームページに「都市計画市素案の概要」を掲載します。
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申出期間
(※期間必着)

令和元年10⽉15⽇(⽕) から 10⽉29⽇(⽕)  まで
⼟・⽇・祝⽇を除く 午前８時45分 から 午後５時15分

申出⽅法

① 電⼦申請
横浜市ホームページから申請⼿続

② 書⾯(郵送⼜は持参)
公述申出書(様式)を記⼊の上、都市計画課へ提出

◆ 申出期間最終⽇
10⽉29⽇(⽕) 午後５時15分 申請完了⼜は必着

公述申出書
◆ 横浜市ホーム ページからダウンロード
◆ 縦覧場所（都市計画課）窓⼝で配布
◆ 閲覧場所（都筑区区政推進課）窓⼝で配布

＜ 公述の申出 ＞

※システムメンテナンス(不定期)中は、使⽤できません。
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＜ 都市計画公聴会 ＞※ 公述申出があった場合のみ開催

⽇ 時 令和元年11⽉21⽇(⽊) 午後７時開始

場 所 都筑公会堂

◆公述⼈は10名程度。申出多数の場合は抽選。(詳細は後⽇、直接連絡)
◆公聴会の開催の有無は、

10⽉31⽇(⽊)以降に、横浜市ホームページ等でご確認ください。
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＜ 問合せ先 ＞

都市計画の内容及び⼟地区画整理事業について

都市計画⼿続について

横浜市 都市整備局 市街地整備推進課
横浜市中区港町１丁⽬１番地
TEL  045（671）2678

横浜市 建築局 都市計画課
横浜市中区相⽣町３丁⽬56番地1 KDX横浜関内ビル14階
TEL  045（671）2657
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